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書記 (国家主席) がニューデリーを訪問して, 国
境問題の早期解決を確認している｡ 中国にとって











た日清戦争 (1894～95年) は, 清朝滅亡の序曲
となり, 新中国成立翌年に起きた朝鮮戦争 (1950
～53年) では ｢人民義勇軍｣ の参戦を強いられ,






































てみよう｡ その契機となったのは, 1992年 8月
24日の中韓国交樹立である｡ 中韓修好に対する




































北朝鮮は 93年 3月, NPT脱退を宣言した｡ ミ
ニ冷戦は, いわゆる北朝鮮の第一次核危機の深ま
りと歩調を合わせるように, さらに深刻の度を増






置を受け, 北朝鮮は 6月上旬, 休戦協定の署名当
事者で休戦委員会に代表団を送り込んでいる中国
















転機となったのが, 94年 7月 8日, 金日成主席
が突然, 死去したことだった｡ 中国政府は, 江沢
民国家主席, 李鵬首相 (当時), 喬石全人代常務
委員長 (同) らの連名で, 金日成主席死去が発表













































するのが, 中朝両国が 96年に締結した ｢経済技












一 今後 5年間, 毎年食糧 50万トン, 石油 120
万トン, 石炭 150万トンを提供する












中国は 90年まで, 国際価格の 3分の 1という破
格の安値で北朝鮮に輸出していた｡ 日本貿易振興
会のデータ (94年版 ｢北朝鮮の経済と貿易の展
望｣) によると, 友好価格打ち切り後は, 北朝鮮
向け価格が全体の平均輸出価格より, むしろ高い




















ても, 北朝鮮の年間穀物総需要量 763万 4,000ト










定は, 2001年, 2006年と 2度の改定期を迎えた｡
協定に基づく中国の対北朝鮮支援は ｢履行されて
きた｣ (北京の関係筋) とされるが, その支援内
容は, 北朝鮮経済の一定の立ち直りや北朝鮮経済
に対する中国企業の急浸透といった地殻変動に伴












合わせ, 胡錦濤国家副主席 (現国家主席) を団長
とする訪朝団派遣と金正日氏との会談を提案した｡
結局, 中国側提案は実らず, 胡錦濤副主席は 9月
7日に北京の北朝鮮大使館で開かれた 50周年祝
賀式典に参加するにとどまった(2)｡ その首脳往来
問題は, 金正日総書記による翌 99年 5月の在平
壌中国大使館の極秘訪問という形で, 突然動き始
める｡ 万永祥駐北朝鮮中国大使 (当時) と会談し
た金正日総書記は, 訪中の意向を伝えただけでな
























2004年 4月 金正日総書記が非公式訪中, 胡錦濤新指
導部との関係を確立｡ 天津ハイテク団地
を視察






















取材, 海外報道 (主に韓国, 香港, 米国) を手が
かりに, 情勢全般を見通すことが肝要となる｡ そ
うした手法で, 2000年以降の中朝首脳の往来を
振り返ると, それぞれに二国間, 国際関係上, 重
要な節目に当たっていたことが分かる｡
謎の指導者のイメージだった金正日総書記の外
交デビューとなった 2000年 5月の訪中は, 金大
中・韓国大統領 (当時) との南北首脳会談の 6月








に事前に説明した公算が大きい｡ 次の 2001年 1
月の金正日訪中は, 北朝鮮に強硬姿勢をとるブッ
シュ米政権の発足とぴたりと重なる｡ 2002年に
始まる第 2次核危機後となる 2004年 4月の金正















たが, 1999年の 4億ドル規模を底に 2000年から
増加に転じ, 2002年 8億ドル弱, 2004年約 14億
ドル, 2006年約 17億ドル, 2007年約 19億 7,400
万ドルと, 8年間で 5倍に膨らんだ(5)｡ この間,
北朝鮮の対外貿易の総額も順調に伸び, 20億ド
ル規模から 2005年には 30億ドルを突破した｡ た





(GDP) 成長率は 1999年からプラスに転じ, 2005
年まで年平均約 2.9％の成長率を記録した｡ ただ,
2006年, 2007年は貿易総額と同様, それぞれマ






易の比率は, 2002年に 30％を超え, 2005年に 52
























2003年 1,100万ドル, 2004年 1,410万ドル, 2005
年 1,490万ドルと急増する｡ 韓国開発銀行系のシ
ンクタンクによれば, 中国の北朝鮮向けの投資の




の投資グループが 50年間の開発権を 9億 900万
ドルで取得｡ 茂山はアジア最大の露天掘り鉄鉱山






【恵山青年銅鉱山所】 ルアンヘ集団は 2006 年
1月, 同鉱山所の株式の 51％を支配する総額 280
万ドルの取り決めを結んだ｡ 同鉱山所は銅 150万
















朝合弁会社 ｢羅先国際物流合営公司｣ は 2005年,
羅津港の埠頭について 50年間の独占開発・使用
権を取得した｡ 高速道路の琿春－羅先ルートもこ
の一環｡ 総投資額は 6,000万ユーロとされ, 中国
側が資金や設備を提供する｡

















絡み ｢東北 4省｣ という表現が目に付くようになっ
た｡ 北朝鮮の中国依存がさらに進めば事実上, 中
国経済圏に組み込まれ, 中国の東北 3省つまり遼
寧省, 吉林省, 黒竜江省に次ぐ 4番目の省のよう
な存在になりかねない, との意味である｡ 実際,
北朝鮮の面積, 人口は, 国境を接する吉林省 1省
にも及ばない｡ 経済面に限れば, ｢東北 4省｣ あ
るいは ｢第二吉林省化｣ は現実味を帯び始めてい
るといえる(12)｡


















型｣ から, ｢自立を促す体力回復型｣ へと方針転
換する｡ この新方針は翌 2001年 1月に再び訪中
した金正日総書記に, 直接, 伝えられたという(13)｡
2 度におよぶ金正日訪中を受け, 江沢民総書記
(当時) は 2001年 9月, 北朝鮮を公式友好訪問し















ように ｢変化｣ をアピールし始める｡ 北朝鮮は
1998年の憲法改正で, 企業の独立採算制を容認
するなど, 市場経済の初歩的要素を導入した｡
2001年 1月 4日付の朝鮮労働党機関紙 『労働新
聞』 は, 国際的な関心を集めた金正日総書記の発
言集 ｢21世紀は巨大な変化の世紀, 創造の世紀




て, 技術改造をすべきだ｣ ｡ この直後の金正
日総書記の訪中では, 発言集をなぞるように ｢改
革・開放政策｣ の先進地, 上海を精力的に視察し,









たという事情もあろう｡ 2003年 10月, 中国の呉
邦国全人代常務委員長の公式親善訪問の際, 北朝












戦争, 非常事態, 武力衝突, 暴動その他の類似事
件によって損失を被った場合, 相手締約者は被害






建 60周年にあわせた呉儀副首相 (当時) の訪朝
(10月 8日11日) に続き, 胡錦濤総書記も北朝
鮮公式親善訪問 (10月 28日30日) を果たした｡
北朝鮮が核開発放棄を約束した 6か国協議の共同






い｣ 考えを示した(17)｡ 胡錦濤総書記も, ｢相互利
益, 共同発展の原則に基づき, 中国企業が北朝鮮
の企業と様々な投資協力を行うよう奨励する｣ と


















ザ発給問題である(19)｡ 元来, 中朝両国は 1949年
の国交樹立以来, 6か月以下の短期滞在者へのビ
ザ相互免除措置をとってきた｡ ところが, 北朝鮮
は 2005年 4月, 国有企業関係者ら公用旅券で自
由に北朝鮮に出入りできた中国人に対して事前に

























報』 が 2008年 1月 1日付で掲載した世論調査で
は, ｢最も脅威となる国｣ として 40.1％が中国を
あげ, 2位以下 (北朝鮮 25.9％, 米国 17.2％, 日





談で合意した ｢和解と平和共存｣ の配当を, 中国
が貪欲に漁っているとの思いは強い｡ 金大中政権
の ｢太陽政策｣ を継承した盧武鉉・前政権は,
2005年 10月, ｢南北協力基金運用計画 (政府出
























朝鮮がミサイルを発射した 7月 5日は, ｢中朝同
盟｣ の要を成す ｢中朝友好協力相互援助条約｣ の
締結 45周年 (7月 11日) の直前というタイミン
グだった｡ 記念行事に参加するため 10日に平壌



















香港紙が ｢人民解放軍が 7月中旬, 中朝国境地帯
に 2,000人増派した｣ と報道したのを裏付けるよ
うに, 7月 29日付の人民解放軍機関紙 『解放軍
報』 は, 瀋陽軍区の某砲兵連隊が中朝国境の長白
山 (朝鮮名：白頭山) で夜間のミサイル実射訓練
を行ったと報じた(22)｡ 同軍報は 9月 21日にも,
瀋陽軍区の旅団が 9月初旬, 長白山で戦車, 砲兵,
歩兵部隊の合同実弾訓練を行ったと報じた｡ 人民
解放軍の一連の軍事活動との関連は不明だが, 朝































































1月, 2000年以降 4度目の中国訪問を行った｡ 胡
錦濤総書記との首脳会談では, 核問題について第
4 回 6 か国協議の共同声明を履行したうえで,
｢中国と共に努力し, 現在直面する困難を克服し
たい｣ と約束した｡ ミサイル発射はそのわずか 6



























友好協力相互援助条約｣ が焦点となる｡ 1961年 7










実験後, 毛沢東の ｢遺訓｣ を引き合いに出し,
























外交 4原則のうち, ③の ｢在韓米軍撤退｣ は, 世
界規模の米軍再編の一環として実現性が出てきた｡
④の ｢平和枠組み｣ は 6か国協議を発展させる構
















( 1 ) ｢第一章 冷戦崩壊と中朝関係｣ 前半部は, 拙
稿所載の 『北朝鮮軍, 動く 韓日中を恫喝する




( 2 ) 胡錦濤副主席の訪朝打診の事実は, 当時, 公表
されなかった｡ ただ, 胡氏訪朝に備え用意した援
助物資のうち, 石油 8万トンについては, 万永祥
駐北朝鮮中国大使 (当時) がこの年 10月に供与
を伝達したことを新華社電が報じている｡
( 3 ) 『読売新聞』 1999年 10月 24日付国際面｡










( 6 ) 大韓貿易投資振興公社 (KOTRA) の 『2007
年北韓 (北朝鮮) 貿易動向報告書』 による (2008
年 5月公表)｡
( 7 ) 韓国銀行 (中央銀行) の 『2007年北韓 (北朝
鮮) 経済成長率推計結果』 による (2008年 6月
公表)｡
( 8 ) 大韓貿易投資振興公社 (KOTRA) の 『2007
年北韓 (北朝鮮) 貿易動向報告書』 に基づく｡ た
だし, 域内貿易扱いの南北 (韓国・北朝鮮) 交易
は含まない｡ 韓国銀行の南北交易統計を加味した
場合, 北朝鮮の貿易相手国の比率は, 05年＝中
国 38.9％, 韓国 26％, タイ 8％, ロシア 5.7％,


























は 2006年 12月｡ なお, ｢1950年代からの中国に
よる対北援助は 8000億元以上 (13兆円弱) に達
する｣ (『対北朝鮮・中国機密ファイル』＝文芸春
秋刊) という｡













(16) 東京新聞前北京特派員, 五味洋治氏が入手, 筆
者に提供した文書に依拠した｡
(17) 『人民日報』 2005年 10月 11日付｡
(18) 『人民日報』 2005年 10月 31日付｡
(19) 韓国紙 『中央日報』 2006年 5月 26日付, ｢6か
月ビザ免除の相互特恵, 北韓と中国, 57年ぶり
廃止｣ を主に参照｡
(20) 『読売新聞』 2005 年 11 月 14 日付＝連載企画
｢膨張中国 北朝鮮の鉱物開発｣｡
(21) 2006年 8月 25日北京発の共同電が伝えた｡
(22) 通常, 人民解放軍の訓練報道は, 日時, 場所,
部隊が特定できないケースが多い｡ 中朝国境の訓
練を伝えた 7月 29日の 『解放軍報』 の記事 ｢雨




朝鮮の物価は, 改革前の 2002年 2月に 1キロ 47
ウォン (公式レート 1 ドル 150 ウォン, 実勢
3,000ウォン) だった米が 2005年 12月には 850
ウォンと 18倍に, 塩は 15倍, 靴下 73倍にはね
上がったという｡
(24) 『日本経済新聞』 2006 年 10 月 10 日付夕刊｡
｢対北朝鮮・中国機密ファイル｣ (文芸春秋刊) に
よれば, 北朝鮮は北京の北朝鮮大使館に ｢30分









(26) 『読売新聞』 2007 年 11 月 13 日付, 1 面連載
｢核の脅威｣｡
(27)(28) 対北朝鮮政策に長く携わってきた中国政府
元高官への筆者のインタビューに基づく｡ インタ
ビューは 2007年 1月｡
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